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抄録
中高年における口腔疾患の予防や口腔機能の向上は，口腔保健のみならず全身の健康状態の維持・向上の上でも寄与して

いる．口腔ケアによる脳卒中後の誤嚥性肺炎の抑制効果や，歯周病と糖尿病との密接な関連性に基づき，脳卒中や糖尿病の
地域医療連携に歯科を体系的に組み込み，成果を上げている事例もいくつか報告されている．歯科口腔保健の推進に関する
法律の基本理念のひとつにも明記されているように，地域のニーズに応える歯科口腔保健対策を展開していくためには，地
域保健・医療・福祉に携わる関係他職種との連携は必須である．そこで，本稿では，地域包括医療・ケアのなかに歯科を体
系的に組み込むことにより成果を上げている先駆的事例を分析し，地域完結型医療・ケアに歯科がどのように参画すべきか
についての課題と方向性について検討した．
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Abstract
The prevention of oral diseases and the improvement of oral functions among middle-aged and older community residents 

have greatly contributed to enhancing our general health status. Professional oral care for post-stroke patients is very 
effective in preventing aspiration pneumonia. Furthermore, there has been a significant association between diabetes 
and periodontal diseases. Based upon this scientific evidence, oral health activities have been systemically developed in 
community healthcare coordination, regarding strokes and diabetes in some areas. The multisectoral collaboration of 
community healthcare is one of the main basic ideas in the new law regarding dentistry and oral health. Thus, it is very 
important to build a satisfactory collaboration among health, medical, and welfare professionals. 

The purposes of the present paper are to review the successful activities of community healthcare coordination practices 
involving oral health, and to discuss the future direction of oral health in a fast-aging society.
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地域包括医療・ケアの動向と今後の口腔保健

Ⅰ．はじめに

わが国の高齢化率は既に 21％を超え，超高齢社会に突入
している [1]．今後，75 歳以上の高齢者の占める割合は増加
し，2025 年には 30.5％にも達すると予測されている．高齢
期になっても，自分の歯を長く残し，健全な咀嚼機能を保
つことは，食生活の維持・向上に大きく寄与する [2,3]．また，
健全な経口摂食と言語コミュニケーションの維持のために，
高齢期の口腔保健の維持・向上は不可欠であり [4,5]，高齢
者保健医療プログラムのなかに歯科・口腔保健を位置づけ
ることは，地域住民の健康寿命の延伸にも寄与するものと
考えられる．８０２０運動の定着により歯の喪失状況は大
きく改善し，健康日本 21「歯の健康」における「自分の歯
を有する人の割合」についての目標も達成している（表 1）．

一方，要支援・要介護高齢者に対して，適切な口腔ケア
を継続実施することにより，誤嚥性肺炎の発症を大きく低
減させる効果について，多くのエビデンスが報告されてお
り [6-8]，近年では，口腔ケアの効果については歯科関係者
だけでなく，関連他職種にも広く認知されている [9]．生
涯にわたり，地域住民の口腔保健状況を良好に保ち，歯科
医療と口腔ケアを分断することなく提供することは，地域
住民のニーズに応えるものであり，連続的に両者が提供さ
れる環境・体制づくりが不可欠である．

戦後から今日に至るまでの疾病構造と社会経済状況の
変化により，現在の地域医療システムは単なる医療の量的
充足だけでなく，地域ニーズに見合った医療提供へと大き
くパラダイムシフトした [10]．少子高齢化の一層の進展に
よって，慢性疾患に対する医療やリハビリテーションを必
要する者の割合は急激に増加しており，地域住民が住み慣
れた場所で，安心して医療とケアを受けることができる体
制づくりが強く求められている．本稿で取り上げる「地域
医療連携」と「地域包括ケア」は，今後のわが国の保健医
療福祉についての提供体制に関する重要な施策であり，こ
の枠組みのなかにどのように歯科を位置づけるを検討する
ことは，地域住民のニーズに応える歯科口腔保健の提供体
制について考察することに他ならない．

この「地域医療連携」と「地域包括ケア」は，相互に関
連しあう概念であるため，本稿では両者を併せて「地域包
括医療・ケア」として捉え，歯科における地域連携の先駆
的な取り組み事例を解析することにより，今後の地域歯科・
口腔保健の課題について検討を行うこととする．

Ⅱ．地域包括医療・ケアにおける歯科の取組事例

高齢化の進行ならびに疾病構造の変化により，わが国の
地域医療の在り方も大きな変化を遂げた．数回の医療計画
の改正を経て，「医療」と「介護・福祉」が連携し合い，患
者が必要としているサービスを地域で提供できる「地域完
結型体制」の構築が図られている（図 1）．このような医療
提供体制の変化は，平成 24 年度の診療報酬と介護報酬の同
時改定を契機に，さらに加速されるものと考えられる．

歯科受診患者においても，今後高齢者の割合がさらに増
加すると予測されているが [11]，高齢者の場合，健康高齢
者であっても何らかの基礎疾患を有している者が多く，安
全な歯科医療の遂行のためには，医科との連携が不可欠で
ある．また，糖尿病と歯周病との間の相互関連性について
も多くの研究が報告されており [12-14]，歯科的アプローチ
が糖尿病の予防・治療にも大きな効果を及ぼすことが明ら
かになってきた．

このようなエビデンスから，第 5 次医療法改正において
位置づけられた 4 疾病（がん，脳卒中，急性心筋梗塞，糖
尿病）・5 事業（救急医療，災害医療，へき地医療，周産
期医療，小児医療）において，歯科を包含した地域医療連
携クリティカルパスは，脳卒中と糖尿病での地域連携にて
多く報告されている．これらの地域連携体制については，
いくつかのパターンがあるが，本稿ではその代表的な取り
組み事例について 3 つに類型化し，それぞれの特色をまと
めることにより，歯科を包含した地域包括医療・ケアの現
状についての分析を行った．

1．地域ケア研究会を中核とした医科歯科連携
地域ケアに従来から積極的に取り組んできた研究会を

中核とした地域医療連携システムに，歯科が組み込まれた
代表的事例が香川県三豊総合病院での活動である [15]．多
職種が地域ケアについて検討する場から出発し，地域医療

表 1　�健康日本 21「歯の健康」における 8020 目標に関する中間・
最終評価

目標項目（指標の目安） 対象 ベース�
ライン値1

中間�
実績値2

直近�
実績値3 目標値

80歳で20歯以上，60歳で
24歯以上の自分の歯を
有する人の増加（自分の
歯を有する人の割合）

80歳（75－84歳）�
20歯以上 11.5% 25.0% 26.8％ 20％以上

60歳（55－64歳）�
21歯以上 44.1% 54.3% 56.2％ 50％以上

1�平成 5年歯科疾患実態調査値
2�平成 16 年国民健康・栄養調査値
3�平成 21 年国民健康・栄養調査値

生活習慣病の増加など
疾病構造の変化

医療資源（介護，福祉を含む）
を有効活用する必要性

医療・介護・福祉が患者を中心に切れ目なくサービスを提供
する「医療連携体制」によって，「地域完結型医療」を推進

図 1　地域完結型医療
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ターにおいて歯科医療と口腔ケアの一元的提供を行うだけ
でなく，摂食・嚥下障害者へのコーディネート機能を果た
している．具体的には在宅歯科医療における他職種連携手
段としての「退院時カンファレンス」や「サービス担当者
会議」等の多職種が集まる機会を活用して，連携を深める
工夫を行っている [17]．

3．保健所がコーディネートする医科歯科連携
保健所に所属している歯科専門職がコーディネーター

となり，多職種連携型の摂食・嚥下機能支援のための地域
システムが東京都にて実施されている（図 4）[18]．全国
保健所長会から，平成 21 年 3 月に出された提言において
示されているように，保健所は圏域内の保健医療情報をバ
ランスよく把握し，地域での人的資源についても掌握して
おり，「顔が見える地域医療連携」の推進役として十分な
特性を有している．

また，東京都多摩地区においては，保健所が地域コー
ディネーター役を務め，糖尿病治療を行う医科と歯周病治
療を行う歯科を結び付け，成果をあげている [19]．

Ⅲ．歯科口腔保健と公衆栄養との連携

口腔機能の良否は，食品摂取状況や栄養状態に大きな影
響を及ぼすことが，いくつかの疫学研究によって明らかに
されている．バランスの良い食生活を営むためには，健全
な咀嚼が営める口腔機能・環境であることが重要である．

「食」の向上をもたらす上で，歯科と栄養の連携は極めて
大きな意義を有する．

Bradbury らの介入研究の結果によると，歯科治療に
よって咀嚼機能が回復した場合でも，そのままでは食生活
のバランスは改善せず，歯科治療後に栄養指導を導入する
ことにより，食生活のバランスは大きく改善する [20]．同
様な結果は，いくつかの研究でも報告されており，摂食・

連携に歯科を組み込むことのメリットを研究会のメンバー
が理解し，医科との協力のもとで歯科在宅連携パスを策定
している（図 2）．また，香川県では第 5 次保健医療計画
のなかで，4 疾病 5 事業の各々に歯科の役割が明記された
こともあり，医科歯科連携だけでなく，介護支援専門委員
との連携も図り．地域でのシームレスケアを実践している．

2．地域の歯科医療機関と中核病院との連携活動
各地域の歯科医師会が主体となり，地域での医科歯科連

携や専門的口腔ケアを実施している先駆的事例として，千
葉県柏歯科医師会と東京都豊島区歯科医師会の取組を取り
上げる [16]．前者は柏歯科医師会が主体となり，慈恵医科
大学柏病院・市立柏病院と地域歯科医院が連携することに
より，歯科を併設していない病院においても専門的口腔ケ
アを実施できる連携体制を構築し，地域医療連携パスを用
いた地域完結型医療を提供している（図 3）．同様な取り
組みは，長崎県歯科医師会でも実施されている．

また，後者の豊島区歯科医師会の取組事例では，歯科
医師会が行政と連携することにより，豊島区口腔保健セン

図 2　地域での学際的研究会を中核とした地域連携

図 3　�口腔ケア実施に関する地域の中核病院と歯科医療機関との
連携

図4　�保健所がコーディネーターを務める地域連携型摂食・嚥下ケア
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嚥下障害を有する者に対する食支援においては，歯科と栄
養の両分野が連携して実施する必要がある．食べる機能の
維持・向上に基づく食生活改善プログラムの推進が強く求
められるところである．

また，近年，在宅療養者に対する食事・栄養支援（地域
NST）の必要性が指摘されている．摂食・嚥下障害リス
クは日常生活動作（ADL）の低下に随伴して増大するため，
在宅療養者において摂食・嚥下障害リスクを有している者
は多数存在すると考えられる．岩手県や香川県などの地域
NST の取り組みでは，栄養サポートチームの一員として
歯科専門職が加わり，他職種との連携のもと退院後も地域
において質の高い栄養ケアを受ける体制を構築している．

Ⅳ．�地域包括医療・ケアにおける今後の歯科・�
口腔保健の方向性

超高齢社会を迎えたわが国において，在宅医療・介護の
切れ目ない提供（シームレスケア）は，今後，益々その重
要性を増すものと考えられる．地域のニーズを基盤とする
在宅医療・介護を提供するには，連携能力に優れた人材の
配置は必須の用件である．地域包括医療・ケアが持続的に
実施され，成果をあげている地域では，「情報の共有」，「目
標の共有」，「方法の標準化」，「評価にもとづく改善」，「良
質なコーディネーター」といった諸条件を満たしているこ
とからも明らかな様に，「顔がみえる連携」を達成するた
めの環境づくりと人材育成が極めて重要である．

平成 22 年度より実施されている在宅歯科医療連携室整
備事業は，地域での歯科と医科・介護との連携窓口等の地
域医療連携コーディネート機能の強化を目指したものであ
り（図 5），地域住民のニーズに見合った在宅歯科医療や
口腔ケアを円滑に提供するための環境づくりを目指したも
のである．

一方，今般の「歯科・口腔保健法」の制定により，都道
府県，保健所を設置する市及び特別区において口腔保健支
援センターを設置できることが明記された．口腔保健支援

センターは，専門職だけでなく，在宅療養者を抱える家族
介護者に対しても，口腔保健についての知識等の普及啓発
を行うための場としての役割が期待され，地域での人材育
成にも寄与するものと考えられる．

地域包括医療・ケア推進体制の構築は，わが国の現在の
人口構成，医療・ケアニーズの変化を踏まえると喫緊の課
題であり，かつ必要不可欠なものである．そして，地域包
括医療・ケアを地域のニーズに立脚して持続的に実施する
ためには，公衆衛生学的視座に基づくアプローチは極めて
有効であると考えられる．医科歯科連携については，各地
にて実績ができつつあるが，栄養分野との連携ならびに福
祉・介護分野との連携については，未だ不十分である [21]．
今後は，これらの分野との連携構築が期待されるところで
ある．

地域包括医療・ケアの枠組みの中に歯科を組み込むこ
とによる効果を，地域の関係専門職だけでなく地域住民
にも発信していくことは，地域連携の第一歩である．そ
のためには，地域ニーズに基づく体系的な調査研究が必
要である．
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